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１．情報通信技術のインパクト 
 
 情報通信技術（Information Technology、以下 IT ともよぶ）の進歩はめざましいもの
があるが、ITの進歩が経済全体や産業活動に対してどういうインパクトを与えているのか
については、各種さまざまな議論があって、必ずしもコンセンサスが存在するわけではな
い1。以下ではまず、状況を大きく概観するために、この点に関する総論的な議論をみてお
こう。 
 
ITが生み出す新しい経済 
 ITのインパクトは経済社会の広い範囲におよび、まったく新しい経済を生み出しつつあ
るという議論がある。アメリカの情報論者によくみられる議論である。この種の議論によ
れば、ITがもたらす新しい経済の特徴はたとえば次の７点である2。 
 第１は「デジタル化」である。すべての情報を二進法で表すデジタル化は数字から始ま
り、文字、グラフ、写真へ拡がり、さらには音声、動画をも含むようになってきた。それ
によって膨大な量の情報がすばやく伝達されるようになり、人々の仕事の仕方や共同作業
のあり方、商取引に対して大きなインパクトを与えてきた。 
 第２は「仮想化」（バーチャリゼーション）である。情報がアナログからデジタルに移行
するにつれて、物理的な実体はバーチャル化（仮想化）し、経済活動の性格そのものを変
えてきた。ウェブ上のビジネス体（virtual corporationとか enterprise.comとかよばれる）
やバーチャル・モールの登場はその具体例である。企業の製品開発活動においても、開発
プロセスで繰り返しつくられる各種試作のバーチャル化が進んでいる。 
 第３は「モジュール化」である。工業経済の主役は企業であった。それは単一的（unitary）
な管理の枠組み、垂直的統合、自己完結性を特徴とする組織からなっていた。だがその企
業はいわば分裂し、個人や自律性の高いチームに基礎をおく多元的な組織におき換わって
きた。製品（アウトプット）も、標準化されたインターフェースにより結びつけられた複
数の「モジュール」3によって構成されるようになり、企業はそれを一社ですべて作るので 
                                                 
1 最近の論考のなかで、日本人の手による好論文を一例だけあげると、辻田昌弘「情報通
信革命が促す企業経営パラダイムの変革」、『第４回読売論壇新人賞入選論文集』、読売新聞
社、1999年、80～102頁。 
2 Don Tapscott, The Digital Economy: Promise and Peril in the Age of Networked 
Intelligence, McGraw-Hill, 1995, pp. 43-72（ドン・タプスコット著、野村総合研究所訳、
『デジタル・エコノミー』、野村総合研究所、1996年、89頁以下）の議論を参考に、多少
翻案した。 
3 モジュール（modules）とは一般にシステムの構成単位であり 相対的に独立性の高い
サブユニットをさす。たとえば次を参照せよ。Carliss Y. Baldwin and Kim B. Clark, 
“Managing in An Age of Modularity,” Harvard Business Review, September-October 
1997, pp. 84-93（坂本義実訳、「次世代のイノベーションを生む製品のモジュール化」、『ダ
イヤモンド・ハーバード・ビジネス』、1998年 12・1月号、130頁以下）. 
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はなく、他の企業と連携して生産し販売するようになってきた。 
 第４は「ネットワーク化」（連結化）である。IT の進歩は、ネットワーク化された経済
を生み出している。モジュールがグループに結合され、それらのグループは他のグループ
とネットワークで結びついて富を創造する。ネットワーク化された経済のもとでは、中小
企業は、規模の経済性や経営資源へのアクセスなど大企業が持つおもな利点に打ち勝つこ
とができる。大企業もまた、それ自体ひとつの集合体ではなく、協力し合いながら機能す
る小さなグループの集まりになり、それによって自律性と柔軟性を獲得するようになって
いる。 
 第５は「仲介機能の排除」（ディスインターミディエーション）である。デジタル・ネッ
トワークは、生産者と消費者の間を仲介する機能の意義を大きく後退させてきた。たとえ
ば代理店、卸売業者、販売業者、小売業者、ブローカーなどは、いまや消滅の危機に瀕し
ている。大規模組織の内部の中間管理職も同様である。重要な情報がオンライン化され、
所有者や買い手がコンピュータで直接にアクセスできるようになって、付加価値の乏しい
旧来型の仲介機能は大幅に役割を縮小させてきている。 
 第６は「即時性」である。ビットに基づいた経済では即時性がカギになる。情報即時性
を利用した企業は、たとえばデルコンピュータのように、ビジネス状況の変化に瞬時に適
応できるリアルタイム企業になる。電子データ変換（EDI）は、注文書や請求書、記録の
作成など、従来手作業に依存していた経費を大幅に圧縮してきたが、EDIはそれ以上のも
のである。EDIはビジネスをリアルタイムのものにし、そうすることによって企業間の関
係を変え、企業それ自体を根本的に変えてきている。 
 最後に、第７は「グローバリゼーション」である。個々の組織は、かつては国家や地域、
地方の枠組みのなかで動いてきたが、ITの進歩は世界経済をひとつのものにし、その動向
がまた ITのいっそうの発達を促している。ITの活用を前提として、企業は世界中に活動
拠点を展開し、時差を利用して 24 時間製品開発を続けたりサービスを提供したりするよ
うになった。会社はもはや特定の場所と時間に結びつけられた存在ではなく、グローバル
なシステムと化している。 
 
情報の流通と生産と 
 次に、議論の焦点をもう少し狭め、経済全体ではなく企業行動に焦点を当てて、ITのイ
ンパクトを考察することにしよう。 
 情報通信技術の進歩を一般に情報化と略称することにすれば、情報化は企業経営に対し
て本質的影響を与えるようになっている。ここに「本質的」というのは、その影響が部分
的・表層的ではなく、むしろ戦略・組織の多方面におよび、同時にまたその影響がいわば
「深い」からである。この点は、情報の流通と生産におよぼす IT の影響という、次のよ
うな議論で示すことができる。 
 第１に、情報化の影響は情報の流通面にみることができる。情報化の意義を「リーチと
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リッチネスとのトレードオフの打破」とみる「情報の経済学」の説明は、この点にふれる
説明である4。 
 その議論によれば、情報流通が物理的伝達手段に依っているかぎり、その経済性は「リ
ーチ」（reach）と「リッチネス」（richness）とのトレードオフという基本的法則によって
支配される。ここに「リーチ」（広がり）とは、家庭や職場などで情報を交換し合っている
人数を意味する。「リッチネス」（豊かさ）は、①帯域幅（＝一定時間内に送り手から受け
手へ送ることができる情報量）、②情報のカストマイズ性、および③インタラクティブ（相
互作用）性、の３つによって定義される。帯域幅が広く、カストマイズの程度が高く、相
互作用性が高ければ、それだけ情報は「リッチ」になる。 
 一般に、「リッチ」な情報を伝えようとすると伝達対象を絞り込まねばならないが、それ
とは逆に、何百万人もの人々に情報を伝える場合には「リッチネス」を犠牲にしなければ
ならない。リーチとリッチネスとは互いにトレードオフの関係にある。しかしこのトレー
ドオフは情報通信技術の進歩によって急速に意義を失いつつある。高度な情報システムの
出現はリーチとリッチネスのトレードオフを一気に打破する可能性を生み出しているから
である。 
 第２に、情報化の影響は情報の生産面にもみることができる。情報の生産あるいは知識
生産（knowledge production）にかかわるわれわれの活動とその仕組みが、情報化の結果
大きく変化し、それがまた ITのいっそうの進歩を促している。 
 たとえば、３次元の CAD（Computer Aided Design、コンピュータを使った設計）シス
テム適用の先駆的事例としてしばしば取り上げられる米国ボーイング社の「B777」開発プ
ロジェクト5。ボーイングはデジタル・デザイン、機能横断的なチーム編成、および最先端
製造技術を活用し、「ペーパーレス」で航空機開発をおこなうことにした。 
 ボーイングはその際、フランスのダッソー・システム社が開発した CATIA（コンピュー
タによる３次元双方向の CAD システム）と FLFINI（有限要素分析システム）を利用し
た。また CATIA上で EPIC（電子組立統合システム）も利用された。こうした最新のシス
テム環境によって、手書きデッサンや設計図の作成、金属の実物大模型やマスターモデル
は不要になった。事実、この開発事例ではコックピット部分を除いて、実機モックアップ
はすべて廃止された。また開発に参加したデザイナーやエンジニアは、アメリカ国内のみ
                                                 
4 たとえば、Philip B. Evans and Thomas S. Wurster, “Strategy and The New 
Economics of Information,” Harvard Business Review, September-October 1997, pp. 
71-82（鈴木貴博訳、「ネットワーク経済が迫るバリューチェーン再構築」、『ダイヤモン
ド・ハーバード・ビジネス』、1998年 12・1月号、114頁以下）. 
5 以下の２つを参照したが、そのうち最初の文献（青島、1997）が B777プロジェクトに
ついては最も体系的である。青島矢一、「３次元 CADによる製品開発プロセスの革新：ボ
ーイング 777開発の事例」、一橋大学イノベーション研究センターWP#97-01、1997年；
Don Tapscott, The Digital Economy: Promise and Peril in the Age of Networked 
Intelligence, McGraw-Hill, 1995, pp. 143-147（ドン・タプスコット著、野村総合研究所
訳、『デジタル・エコノミー』、野村総合研究所、1996年、251頁以下）。 
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ならず海外でも、開発の最新情報にいつでもアクセスすることができた。 
 この事例では、高度な情報システムのおかげで、従来であれば想定できないほどリッチ
な情報に、十数カ国の 500 社を超す供給業者がアクセスできたと報告されている6。まさ
に情報流通のリーチとリッチネスのトレードオフを IT が打破したのである。しかしなが
ら、ITの意義はそれにとどまらない。最新 CADシステムの活用は、組織のチーム編成や
開発作業の進め方、供給業者や整備関係業者など関係協力企業との関係など、要するに情
報の生産にもおよぶインパクトを与えた。それによって知識生産システムを全体的に変え
たのである。 
 
 
２．先端的情報システムの特徴 
 
 さてしかし、以上はいわば総論である。情報化のインパクトの実態を知るためには、も
っと個別的・具体的に情報通信技術の進歩の軌跡をふりかえり、その過程で何が起きてき
たのかを子細に観察してみなければならない。以下では先端的な情報システムの発展の特
徴を、(1)新世代３次元 CAD、(2)統合基幹業務システム（ERP）の２つについてみること
で、その課題に取り組むことにしよう。 
 
３次元 CAD 
 第一に、CADにおける３次元 CADの発展は、おもに機械産業やエレクトロニクス産業
において製品開発プロジェクトを根本的に変える可能性を示してきた7。 
 当初、宇宙防衛産業で実用化された３次元 CADは、1970年代に民生分野での利用が始
まった。しかし 1980 年代までは、技術的に立体の輪郭線のみを定義するか（ワイヤフレ
ーム）、曲面を定義するか（サーフェス）、そのいずれかにかぎられていた。ワイヤフレー
ムとサーフェスの３次元 CADを総称して、ここでは旧世代３次元 CADとよぶ。旧世代３
次元 CAD の使われ方はおもに２通りあり、いずれの場合でも２次元図面との併用が基本
であった8。 
(1) 発電機や航空機のように試作コストが高い製品の性能を、コンピュータであらかじめ
部分的にシミュレーションすること。この場合、設計者が作成した２次元図面をみな
                                                 
6 Tapscott, op. cit. p. 145. 
7 竹田陽子、「３次元 CAD が製品開発における協働プロセスに与える影響」、慶應義塾大
学大学院経営管理研究科博士論文、1999年；機械振興協会経済研究所、「３次元・デジタ
ル技術が開発・生産プロセスに与える影響」、機械工業経済研究報告書 H8-4、1997年；機
械振興協会経済研究所、「製品開発における３次元 CAD 利用の現状に関する調査」、機械
工業経済研究報告書 H10-3、1999年。 
8 竹田、前掲論文、1-3頁以下。 
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がら、解析担当者が解析に必要な情報だけを３次元 CADに入力することが多かった。 
(2) 図面では表現できない複雑で微妙な曲面を設計すること。たとえば自動車や家電など
の外形曲面を３次元 CAD で設計し、そのまま工作機械の数値制御（NC）データに
入力して金型が製作された。しかしこの場合でも、外装部品の内側や内部機構部品は
従来どおり図面で設計された。 
 このような旧世代３次元 CADに対して、立体の内部構造をデータとして持つソリッド・
モデラーとよばれる３次元 CADが 1980年代末に登場する。これを旧世代３次元 CADか
ら区別して、新世代３次元 CADとよぶ。 
 こんにち機械・エレクトロニクス系の製品開発プロジェクトにおいて、この新世代３次
元 CAD を製品や工程を定義するデータの正確な作成、伝送、加工、蓄積を支援するため
だけでなく、機能部門相互間あるいは関係業者との間のコミュニケーションを媒介する道
具として用い、問題解決を早期かつ有効におこなおうとする動きが活発化している9。 
 旧世代の３次元 CAD は、コンピュータ上でのシュミレーションと複雑な曲面の設計を
可能にし、設計者自身の作業内容を大きく変革した。しかし、新世代３次元 CAD は設計
部門の作業内容を大きく変えるだけではなく、社内他部門や協力企業が関与してアウトプ
ットを生み出す製品開発の全プロセスに影響を与え、さらには生産、調達、販売、整備な
ど幅広い業務プロセスへも影響を与えるポテンシャルを持っている。なぜならそのシステ
ムのもとでは究極的にはすべての部品データが同一基準のデジタル・データに統合され、
また設計、生産、解析などの異なった機能間でもデータが一元化されるからである。３次
元映像なので、データ自体が誰にとっても分かりやすいという利点もある。 
 それゆえ新世代３次元 CAD によって、開発・生産・調達・販売・整備などを含む広範
なプロセスの同期化と統合化が期待でき、協同プロセス全体に影響がおよぶ可能性が高い
のである。その影響範囲は可能性としては包括的・全面的であり、またそうした幅広いメ
リットの享受をめざした利用こそが、新世代３次元 CAD のシステム特性に最も適してい
るとみられている。 
 
ERP 
 第二に、ERP（Enterprise Resource Planning、略称は ERP。日本語では通常「統合基
幹業務システム」と訳される）に代表される企業の基幹系情報システムの発展があげられ
る10。ERPは経営資源の全社的な計画活用をめざし、企業の基幹情報を総合的に扱うシス
テムである11。このシステムでは、会計、人事、販売、生産といった企業のさまざまな基
                                                 
9 新世代３次元 CADの先駆的適用事例としては、既述のボーイング社のほかに、クライ
スラー（自動車）、GE（航空機エンジン）などが有名である。詳しくは機械振興協会経済
研究所、前掲報告書、1997年を参照。 
10 企業の情報システムには、大別すると基幹系システムと情報系システムの２つがあり、
ここでとりあげるのはそのうち基幹系情報システムである。 
11 Thomas H. Davenport, “Putting the Enterprise into the Enterprise System,” 
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幹情報を中央のデータベースで統合する。その結果、統一的 IT インフラのもとでリアル
タイムな経営情報を企業行動に反映させることができるようになる。 
 1990年代に入って、クライアント／サーバーのプラットフォーム上でこのような概念の
情報システムを実現するために、業務用のパッケージ・ソフトウエアが市場に現れてきた。
これらのパッケージを総称して、一般に ERPパッケージという呼称が使われている。 
 ERP 自体は、従来メインフレームやオフコン上で提供されてきた MRP（Material 
Requirement Planning、資材所要量計画）やMRPⅡ（Manufacturing Resource Planning、
生産資源計画）などが発展し、企業の全社レベルでの基幹情報の統合をめざすために作ら
れたシステム概念である。ERPに至る情報システムの進化過程を要約的に示せば、表１の
ようになる。 
 
表１ ERP以前のおもな情報システム 
 
 名称 概要 
BOM Bill of Material 製品と部品、材料を階層的にとらえる手法 
MRP Material 
Requirement 
Planning 
組立型製造業において、製品の需要予測、在庫状況、製造リ
ードタイムに基づき、いつ何個の半製品や部品が必要かを計
算して、部品調達や製造指示を与えるもの 
CRP Capacity 
Requirement 
Planning  
生産設備の負荷と能力を計算して、負荷を超えている設備や
ラインの平準化、最適化を図るもの 
DRP Distributed 
Requirement 
Planning 
物流各拠点における需要と在庫状況に基づき、供給・配送計
画を立てるもの 
MRP
Ⅱ 
Manufacturing 
Resource 
Planning 
資材の発注在庫管理から設備人員計画や物流計画に拡大。財
務会計、人材管理機能、物流管理機能や管理会計などが取り
込まれていく 
ERP Enterprise 
Resource 
Planning 
企業全体の経営資源を有効活用するという視点から生まれ
た統合型管理システム。経営の合理化と効率化を促進する。
業務の垂直化から、横断、水平化を実行すべくソフトウエア
として製造業以外にも対象を拡大 
注）辻本将晴、「パッケージ化された情報技術と組織・資源戦略の整合性」、 
慶應義塾大学大学院政策メディア研究科修士論文、1999年、16頁の表２ 
を一部修正。 
 
 その表が示唆するとおり、ERPシステムへの発展の過程で、資材→生産資源→経営資源
全体へと範囲が拡がってきている。対象とされるユーザーの業態も、かつては単純な製造
                                                                                                                                               
Harvard Business Review, July-August 1998, pp. 121-131；田中祐介、「水平分化した業
界におけるシステムの統合：ERPシステム業界からの分析」、慶應義塾大学大学院政策メ
ディア研究科修士論文、1999年。 
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業主体であったものがその後多様化し、こんにちでは製造業における複数生産形態のサポ
ートをはじめ、サービス業、流通業などユーザーの業態は多岐にわたっている。 
 ERPパッケージの製品としての特徴のなかで、ここでとくに注意すべきは次の２点であ
る12。 
① 対象業務範囲が広い（基本的には管理業務にかぎられるものの、財務、会計管理、購
買物流、生産管理、在庫管理、出荷物流、販売管理とカバーする業務領域が広い） 
② 統合志向である（複数の業務モジュールで入力されたデータが中央の統合データベー
スによって連携されるというアーキテクチャーが一般的である）。 
 したがって、ERPにおいては部門横断的なシステム構築を志向する可能性が高く、場合
によっては（石油業界にみられるように）同じ業種に属する複数企業間で同一の ERP パ
ッケージを共有する動きもある。じじつ ERP の提供者サイド（ベンダーやシステムイン
テグレーターなど）は ERP システムの部分的・限定的導入ではなく、ビジネスプロセス
全体の見直しを含む全社的導入を推奨している。できれば業界全体が特定 ERP を共通の
プラットフォームとしてもつことが理想であるとさえ主張されている。そうした統合志向
をもった適用こそが、ERPのメリットを享受する最も適切な方法であると考えられている。 
 
強い統合志向 
 以上を要約すると、少なくとも新世代３次元 CADと ERPという最も進んだ情報システ
ムは、次の３つの特徴を共通に持っているといえよう。 
(1) システムが対象とする組織の範囲やカバーする業務の広がりが大きく、その意味で
部門横断的、業務横断的である。その広がりはしばしば協力企業にも及ぶので企業横
断的でもある。 
(2) 情報システム自体が強い統合志向性を持っている。 
(3) これらのシステムは、組織体制や業務プロセスとの連結性が高く、したがって導入
に際して組織や業務プロセスの見直しを要求するケースが多い。 
 要するに、新世代３次元 CADと ERPをみるかぎり、先端的な情報システムを特徴づけ
るキーワードはその部門横断性、業務横断性、企業横断性であり、強い統合志向なのであ
る。また、特定の組織および業務プロセスを要求するという意味でも、それは統合志向的
である。 
 このような志向性は ITの本質的特徴に由来するものである。ITは一般に、同一のシス
テムやデータを利用する人が増えれば増えるほど飛躍的に便益が高まるからである。 
 ここで、次の２点についてとくに注意が必要である。第１は、いわゆる「モジュール技
術」（module technology）の意義についてである。先端的情報システムは実体としては巨
大で複雑なソフトウエア・プログラムであり、その内部構造は複数のモジュールから成り
                                                 
12 高嵜祐輔、「日本企業における ERPのプロセス統合的導入」、榊原清則監修、『21世紀
の企業経営パラダイム：各論編』、経団連 21世紀政策研究所、1999年、161頁。 
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立っている。このことは、新世代３次元 CADにおいても ERPにおいても同様である。 
 たとえば、CAD の代表的なシステムである CATIA は多数のモジュールから構成され、
それらのモジュールの組合せによって下記のパッケージ製品群が提供されている13。 
 －メカニカル・デザイン・ソリューション標準構成パッケージ 
 －スタイリング・ソリューション標準構成パッケージ 
 －CAE・ソリューション標準構成パッケージ 
 －CAM・ソリューション標準構成パッケージ 
 －設備設計・ソリューション標準構成パッケージ 
 －ADD-ON標準構成パッケージ 
 また、最も代表的な ERPパッケージである SAP R/3のモジュール構成を示せば、表２
のとおりである。 
 
表２ SAP /R3のモジュール構成 
 
会計系 財務会計（FI）、管理会計(CO)、 
固定資産管理(AM) 
ロジスティックス
系 
生産管理／計画(PP)、在庫／購買管理(MM) 
販売管理(SD) 
人事系 人事管理(HR) 
その他 品質管理(QM)、プラント保全(PM) 
プロジェクト管理(PS)、ワークフロー(WF) 
業界別ソリューション(IS) 
注）辻本将晴、「パッケージ化された情報技術と組織・資源戦略の整合性」、 
慶應義塾大学大学院政策メディア研究科修士論文、1999年、18頁。 
 
 このように、モジュール技術の活用が巨大なシステム構築の基盤となっていることは事
実であるが、しかしシステムのメリットを活かすために、ユーザーに対して統合的利用が
強調されていることもまた、間違いのない事実なのである。３次元 CADにせよ ERPにせ
よ、ユーザーが個別のモジュールを「つまみ食い」することは、決して適切な方法である
とは考えられていない。 
 第２は、情報システムのハードウエア・プラットフォームの変化についてである。先端
的情報システムが統合化へ向かう傾向が、ハードウエアにおける小型化・自律分散化へと
いう動きと同時並行的に起きていることは注目すべき点である。たとえば CAD のプラッ
トフォームは①メインフレーム、②ミニコン、③エンジニアリングワークステーション、
                                                 
13 詳細は、http://www.ibm.co.jp/manufacturing/prod/catia/package_mech_419.htmlを参
照せよ。 
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④パソコンと４種類あり、基本的には①から④へとシフトしてきた14。ERPも同様である。
パソコン・ベースの３次元 CADや ERPパッケージの登場は最近の現象である。このよう
に、ハードウエア自体は小型化・自律分散化へ向かう趨勢であり、事実その動きは３次元
CADでも ERPでも観察できるけれども、情報システムは一見それとは逆方向に動いてい
て、統合化へ向かっている。 
 しかしながら、この２つの動向を混同するのは正しくない。３次元 CADと ERPをみる
かぎり、情報システムの進化自体は既述のように統合化を志向している。ハードウエアと
情報システムとは、前者が後者の一部であるという関係にあるが、情報技術の進化の方向
は、ハードウエアのみに着目する場合とシステム全体をみる場合とでは明らかに違うので
ある。 
 要約すると、傾向としてますます小型化し自律分散化してゆくハードウエア・プラット
フォームのもとで、強い統合志向性をもった情報システムが登場しているというのが、い
ま起きている現象である。今後システム内部でのモジュール技術がもっと発達すれば、強
い統合志向性をもった情報システムは、その志向性をいっそう強める可能性がある15。 
 
 
３．導入過程にみる日本企業の特徴 
 
 先端的情報システムを特徴づけるキーワードが部門横断性、業務横断性、企業横断性で
あり、強い統合志向であるとすれば、情報システムのそうした特徴を日本企業は十分に活
かしているであろうか。結論をいえば、答えは NOであろう。 
 以下ではこの点をみるために、新世代３次元 CADと ERPの日本における導入利用実態
を示す調査結果を紹介しよう。 
 
３次元 CAD 
 機械設計用３次元 CAD の日本における導入利用実態を最も詳細に調査したのは、機械
振興協会経済研究所による調査16である（以下、機振協調査と略称）。広義の機械産業を対
                                                 
14 詳細は、たとえば次を参照。機械振興協会経済研究所、「３次元・デジタル技術が開発・
生産プロセスに与える影響」、機械工業経済研究報告書 H8-4、1997年、４頁以下；「CAD
のハードはNTマシン」、『NIKKEI DIGITAL ENGINEERING』、1998年 11月号、96頁以下。 
15 一般には、「ITの進歩は分散処理と意思決定の分権化を促進する」という議論が多い。
たとえば奥野（藤原）正寛、「情報化と新しい経済システムの可能性」、青木昌彦・奧野正
寛・岡崎哲二編著、『市場の役割国家の役割』、東洋経済新報社、1999年、86-87頁。この
種の議論は全面的に間違いではないが、しかし過度に単純で粗雑な議論である。 
16 1998年 11月に実施された郵送質問票調査。上場機械企業全社、特に売上高が１兆円を
超える企業については主要事業部門別に 616社・部門、および店頭公開企業・未上場企業 
から無作為抽出による 84 社の合計 700 社・部門に対して、それぞれ製品開発関連部署の
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象に 1998年に実施されたその調査では、おもに次の３点が見いだされている。 
① CADの導入状況をみると、日本はいま２次元 CADから３次元 CADへの移行途上に
あり、３次元 CADが次第に普及度を高めている。 
② システムの使用実態をみると、３次元 CAD をメインの設計ツールとして使用してい
る事例は回答全体の１割弱であり、しかも新世代３次元 CAD にかぎってみると、そ
れをメインに使用している例はさらに少ない。現状では２次元 CAD を主体とし、３
次元 CADと併用する例が多い。 
③ CAD導入は設計部門主導型で進められている。 
 以下、この３点を上述の機振協調査に基づき立ち入ってみていこう。 
 第１に、２次元 CAD については、回答を得たほぼすべての事業部・企業（以下、回答
企業とよぶ）で導入済みであった（実際に使っているかどうかは別であり、この点は後述
する）。それに対して、３次元 CAD については「導入済み」が 65％にとどまるものの、
その比率は 90年代に急上昇し、現在なお上昇中である。 
 ３次元CADのなかでもとくに新世代３次元 CADに着目すると、それを導入し実際にも
製品開発に使用している企業は、回答 149社中 50社であり、約 34％を占めている。 
 導入した３次元 CADをみると、PRO/ENGINEER、I-DEAS、CATIA17を中心に、平均
1.8、すなわち２種類弱のシステムが導入されている。その多くは市販システムである。こ
の市販品依存の傾向は、２次元から３次元へ進むとともに強くなっている。 
 第２に、導入の有無とは別に、実際のシステム使用状況をみると（図１）、回答時点で
３次元 CADをメインの設計ツールとして使用していた企業は全体の 10％に満たない。し
かもそのなかで、とくに新世代３次元 CAD をメインとする企業はわずかに３社であり、
1.8％を占めるにすぎない。それに対して、「２次元 CAD がメイン」とした企業は回答全
体の 55％を占めている。現状では２次元 CAD主体の利用が多いということである。さら
に「２次元 CADから３次元 CADへ移行段階」とした回答が約 33％ある。２次元 CADと
３次元 CADとの併用が、少なからぬ企業の使用パターンであることがわかる。 
 
 
 
図１ CADの使用状況（N=163） 
                                                                                                                                               
責任者を選出して、調査対象とした。その結果、有効回答が 169 社・部門から得られた。
回収率 24.1％。この調査の詳細については、以下の報告書を参照。機械振興協会経済研究
所、「製品開発における３次元 CAD 利用の現状に関する調査」、機械工業経済研究報告書
H10-3、1999年。 
17 PRO/ENGINEERは米 Parametric Technology社製、I-DEASは米 Structural Dynamics 
Research社製、CATIAは仏Dassault Systems社製のシステムである。機械設計用３次元CAD
の領域には国産システムもあるが、ごく一部で使われているにすぎない。 
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 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
3次元CADがメイン
2次元CADから3次元CADへ移行段階
2次元CADがメイン
図面からCADへ移行段階
（内３Ｄソリッドがメインは３社　1.8％）
 
 
 第３に、３次元 CADを導入するための組織的取り組みについては、「設計部門が主導的
に促進」が 47.6％と最も多く、「全社的な特別プロジェクトが主体」13.8％、「事業部内の
特別プロジェクトが主体」17.2％を大きく上回っている（表３）。明らかに設計部門主導型
の導入である。また、情報システム部門が主導する例は少ない。「本社情報システム部門が
主導」も「事業部情報システム部門が主導」もいずれも少なくて、ともに 6.2％である。
CADの導入については、既に情報システム部門に頼る必要性は低くなっているようである。 
 
表３ ３次元 CAD導入の組織的推進主体 
 
推進主体 回答数 構成比 
設計部門が主導的に促進 69社 47.6％ 
事業部内の特別プロジェクトが主体 25社 17.2％ 
全社的な特別プロジェクトが主体 20社 13.8％ 
本社情報システム部門が主導 9社 6.2％ 
事業部情報システム部門が主導 9社 6.2％ 
その他 13社 9.0％ 
合計 145社 100％ 
   注）機械振興協会経済研究所、「製品開発における３次元 CAD利用の現状 
に関する調査」、機械工業経済研究報告書 H10-3、1999年、73頁のデー 
タから作成 
 
 以上のことから、日本企業の３次元 CADシステムの導入は、どちらかといえば部分的・
限定的導入であり、逐次型の導入であり、既存システムとの併用が現状の基本になってい
る。逆にいうと、新しいシステムを全体として一気に導入するといった進め方ではない。
組織的推進体制をみると、部門横断的あるいは全社的な取り組みというよりもむしろ、設
計部門による部門主導型の導入であることが特徴である。このような導入過程の特徴が、
部門横断性をもち強い統合志向をもった３次元 CAD システムで見られる点は注目に値す
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る。 
 
ERP 
 次にERPであるが、日本における ERPの導入利用実態を最も詳細に調査したのは、慶
應義塾大学大学院政策メディア研究科の榊原清則研究室である18。1998年に実施されたそ
の調査（以下、慶應調査と略称）によると、ERPの日本における導入利用に関して次の３
点が指摘できる。 
① ERPパッケージの日本における普及はなお限定的で、導入事例をみても部分的導入が
中心である。 
② 導入モジュールをみるとプロセス統合管理型の導入は少ない。 
③ システム導入時の経営トップの主導性が低い。 
 第１に、ERP投資に対する日本企業の関心はまだ限られたものであり、導入企業におい
ても部分的導入が多いのが実態である。慶應調査の質問票サーベイでは、回答企業 616社
中「全社的導入」3.4％、「社内の一部に導入」10.9％、「検討中」37.5％、「検討なし」46.9％、
「不明」1.3％である（合計 100％）19。検討中を含めても全体の約半分にとどまり、導入
企業にかぎってみても部分的導入の多いことがわかる。 
 第２に、ユーザー企業の導入モジュールを検証すると、購買管理－生産管理－販売管理
といったプロセス統合志向は一般的でない。この点は、ERP ユーザー企業のうち製造業
73社をプロセス統合志向の強さによって分類した表４にみることができる。表の中で使わ
れている各群の定義は以下のとおりである。 
Ａ群－ ロジスティックス系（あるいはサプライチェーン系）モジュール、すなわち販売
管理、購買・在庫管理、生産管理モジュールの３つをすべて導入し、かつ管理会
計モジュールを併用しているユーザー 
Ｂ群－ 「販売管理＋購買・在庫管理」または「生産管理＋購買・在庫管理」の組合せと
管理会計モジュールとの併用ユーザー 
Ｃ群－ ロジスティックス系モジュールをすべて導入しているが、管理会計モジュールを
併用していないユーザー 
Ｄ群－ 「販売管理＋購買・在庫管理」または「生産管理＋購買・在庫管理」の組合せで、
管理会計モジュールを併用していないユーザー 
Ｅ群－上記以外（会計系モジュールのみ、ロジスティックス系モジュールの一つ、ある
いは人事モジュールのみ等） 
  
                                                 
18 榊原清則監修、「21世紀の企業経営パラダイム：各論編」、経団連 21世紀政策研究所、
1999年、第１～３章。なお ERPの導入利用に関する実態調査は、関係者に対する詳細な
聞き取り調査と郵送質問票調査とによった。調査実施は 1998年。 
19 榊原清則監修、前掲レポート、経団連 21世紀政策研究所、108頁。 
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この分類ではＡ群からＥ群へ進むにしたがい、システムによるプロセス統合管理の実現が
難しくなると仮定されている。この分類を使って製造業 73社を類別した結果（表４）、Ｅ
群が半数以上を占め飛び抜けて多い反面、プロセス統合志向が最も高いＡ群に分類された
企業は 11社（15.1％）であり、次のＢ群を合わせても 18社（24.7％）にとどまっている
ことがわかる。 
 
表４ 製造業 ERPユーザーの導入形態 
 
 管理会計 生産管理 購買・在
庫管理 
販売管理 それ以外 回答数 構成比 
Ａ群 ○ ○ ○ ○ 不問 11社 15.1％ 
Ｂ群 ○ 「生産管理＋購買・在庫管理」、
「販売管理＋購買・在庫管理」
のいずれか 
不問 7社 9.6％ 
Ｃ群 なし ○ ○ ○ 不問 7社 9.6％ 
Ｄ群 なし 「生産管理＋購買・在庫管理」、
「販売管理＋購買・在庫管理」
のいずれか 
不問 8社 11.0％ 
Ｅ群 不問 いずれか１つ 不問 39社 53.4％ 
無回答      1社 1.4％ 
合計      73社 100％ 
注）高嵜祐輔、「日本企業における ERPのプロセス統合的導入」、榊原清則 
監修、「21世紀の企業経営パラダイム：各論編」、経団連 21世紀政策研究所、 
1999年、170頁。 
 
 製造形態の違いから一概にはいえないものの、ここでＣ、Ｄ、Ｅ群に類別された企業に
は ERP 以外の業務システムが何らかのかたちで稼働している可能性が高い。古いシステ
ムとの併用である。リアルタイムのプロセス統合管理を標榜するERPの導入に際しても、
それを一挙に実現しようとするのではなく、むしろ逐次型のシステム導入が進められてい
るようである。 
 第３に、ERPパッケージは基幹業務を担うシステムであるにもかかわらず、システム導
入時の経営トップの主導性は決して高くない。慶應調査で「導入イニシアチブ」を調べた
ところ、相対度数が最大の回答は「社内システム部門のイニシアチブによって導入が決定」
で、31.1％を占めている（表５）。日本ではトップダウンによる意思決定がおこなわれにく
いということが、相対的に現れている20。 
 
表５ ERPの導入イニシアチブ 
                                                 
20 この質問票調査がシステム部門のミドルマネジャーを回答者にしたものなので、回答に
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 回答数 構成比 
社長または会長のイニシアチブにによって
導入 
13社 14.4％ 
社長または会長以外の役員のイニシアチブ
によって導入 
12社 13.3％ 
社内のそれ以外のイニシアチブによって導
入 
17社 18.9％ 
情報システム担当役員(CIO)のイニシアチ
ブによって導入 
16社 17.8％ 
社内システム部門のイニシアチブによって
導入 
28社 31.1％ 
無回答・不明 4社 4.4％ 
合計 90社 100％ 
注）榊原清則監修、「21世紀の企業経営パラダイム：各論編」、経団連 
21世紀政策研究所、1999年、111頁。 
 
 この表で示されている「社内システム部門のイニシアティブによって導入」とは、一体
どういうケースであろうか。前出の表４の結果も併せ推測すると、それは全社的なプロセ
ス統合管理をめざすケースではなく、むしろ特定業務（たとえば会計系、人事系、在庫管
理など）に焦点をあてた導入のケースであろう。だからこそ経営トップではなくシステム
部門がイニシアティブを発揮しているのであろう。 
 要するに、日本企業における ERP システムの導入は、どちらかといえば部分的・限定
的導入であり、逐次型の導入であり、既存システムとの併用が広い範囲でおこなわれてい
る。さらに組織的推進体制をみると必ずしも経営トップ主導型ではないといえるように思
われる。 
 
システム導入の組織的文脈 
 以上、この節では、３次元 CADと ERPという二つの先端的情報システムについて、そ
の導入利用実態にかかわる調査結果をみてきた。ここで紹介した２つの調査は互いに独立
に行われたものであり、したがって調査項目など厳密には対応していない。しかし２つの
調査が示唆する基本的ファインディングは共通かつ明快である。すなわち、新世代３次元
CADと ERPという先端的情報システムについて日本企業の導入利用実態をみると、シス
テムの部分的・限定的な導入適用、逐次型の導入、特定部門主導、既存システムとの併用
という、たがいに関連しあう特徴が、いずれの場合にもはっきりと確認できるということ
である。 
 強い統合志向をもった情報システムをそうしたものとして導入利用せず、いわば「つま
                                                                                                                                               
バイアスがかかっている疑いはある。 
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み食い」するということは一見したところ矛盾に思える。この矛盾は、 
① イニシアティブを発揮できる経営トップあるいは情報システム担当役員（いわゆる
CIO）の不在 
② 弱体で時代遅れの情報システム部門 
③ 情報システム投資へ振り向けることができる資源（カネと人）の不足 
といった日本企業の現状を考えるならば、それなりに理解することができよう。このうち
①と②は、統一的意思主体による全社的推進イニシアティブの欠如という点では、共通の
問題を示唆しているといえるかもしれない。また、先端的情報システムは一般に莫大な初
期投資を必要とするので、③も重要である。一例をあげれば、米 GEは航空機エンジン開
発用の３次元 CAD システム構築に邦貨で数百億円を投じたと推測されるが、対応する日
本メーカーの投資規模は数億円にすぎない21。 
 しかしながら、その矛盾に最も決定的にかかわっているのは、 
④ ITインフラ構築において部分最適をめざしてきた伝統 
という要因であろう。 
 もともと日本企業の情報システムは、現場レベルでの作り込みを基本とし、部分最適を
めざして構築されてきた経緯がある。それを積み上げるか寄せ集めるかしたものが全社シ
ステムとされてきたが、もちろんこれではデータの整合性がとれず、全社的に統一した IT
インフラにはならない。けれども有能な中間管理者や現場技術者が多く、彼らがそれなり
に情報をやりとりすれば何とか業務を回すことができたし、現場での創意工夫を活かすこ
ともできたのである。その反面、ビジネスプロセスの形式知化と統合的 IT インフラづく
りに遅れたというのが、いまの実態であろう。 
 この場合、重要なことは、こうしたシステム構築の歴史がそれに対応した独特の方法論
をも醸成し、その方法論を規範の体系あるいは文化として組織的に共有させてきたことで
ある。それはシステム構築のための手続きや進め方に対する一定の考え方であり、「作り込
み文化」といいかえてもよい。 
 この「作り込み文化」を抽象的にいえば、組織の存続過程で形成される知識の一種であ
り、システムという知識のあり方を規定する知識であるという意味で、システムに対する
メタ知識である。バートレット＝ゴシャール22はこの種の知識を組織における「管理上の
遺産」（administrative heritage）とよんでいる。 
 要約すると、現場レベルのニーズに即応した部分最適システム構築の歴史が、それに適
したシステム構築の方法論と文化をはぐくみ、それがいわば管理上の遺産となって、新世
代３次元CADやERPのごとき先端的情報システムの構築に際しても無意識のうちに適用
                                                 
21 機械振興協会経済研究所、「デジタルマニュファクチャリング」研究会での聞き取りに
よる（1999年１月７日）。 
22 Christopher A. Bartlett and Sumantra Ghoshal, Managing Across Borders: The 
Transnational Solution, Harvard Business School Press, 1989. 
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されてきたのであろう。先端的情報システムの導入における日本企業の組織的文脈は、こ
うしたものだったのである。 
 
 
４．日本企業の課題 
 
 既述のように、新世代３次元 CADと ERPという先端的な情報システムについて日本企
業の導入利用実態をみみたところ、システムの部分的・限定的な導入適用、逐次型の導入、
特定部門主導、既存の古いシステムとの併用といった特徴を確認することができた。この
ような特徴が、部門横断性や業務横断性や企業横断性が高く、強い統合志向をもった先端
的情報システムでみられる点は重大である。なぜならそのような導入利用によっては、先
端的情報システムがもっているポテンシャルは実現困難であるように思われるからである。 
 最悪の場合には次のようなシナリオが考えられる。この場合に想定されている初期条件
は、ITの先駆企業の動きを見習って、一定のタイムラグの後に、先端的情報システムへの
投資を遅れて出発させるというもので、日本企業に多い状況である。 
 
先端的情報システムを部分的・限定的に導入 
↓ 
カストマイズし部分最適化 
 ↓ 
システム投資の効果が出にくい 
 ↓ 
追加的 IT投資が困難に 
 ↓ 
統合的 ITインフラの構築に着手できず 
 
 このシナリオには一種の「自己強制メカニズム」（self-enforcing mechanism）が含まれ
ている。各ステップごとに、その次の因果関係をおのずから特定化し強化する論理が内在
しているからである。 
 そのインプリケーションは深刻である。なぜなら出発時の遅れを挽回しようとして、「ま
ずは」ということで、さしあたり取り組みやすい部分から情報システムを導入すると、ど
うしてもそこに部分最適化の考え方が入り込み、システム投資の効果が出にくいばかりか、
その後のステップアップが困難になり、結果として出発点での遅れ以上にタイムラグが拡
大する恐れがあるからである。 
 これは、まったく根拠のない警告ではない。３次元 CADに関する既述の機振協調査は、
そのシステムを製品開発に早期に採用した企業とそうでない企業との間に、次のようなコ
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ントラストがあることを報告している23。すなわち、３次元 CADを早期に採用した企業群
の場合には、基本方針をはっきりさせ、全社的推進体制を組んで、システムを早期に導入
した結果、派生する問題に対する認識が迅速明快で、好成果につなげることができている。
対照的に、それ以外の企業では、そもそも基本方針が不明確で、ボトムアップ的にシステ
ム導入が進められ、部分的にシステム利用が試みられているが、関連する組織の手直しが
ないので、成果が見えず、追加投資が困難になっている。 
 以上のスケッチは３次元 CAD に関する断片的な調査結果をつなぎ合わせたものにすぎ
ず、実証的裏付けが不十分である。その点を留保する必要があるものの、その示唆すると
ころは明快である。すなわち、早期採用企業とそうでない企業との間のギャップは時間の
経過とともに拡大していく、ということである。自己強制メカニズムを含むわれわれのシ
ナリオは、多少とも現実的な根拠をもっているように思われる。 
 結論として、ITの進歩と先端的情報システムの登場は日本企業に対して組織の抜本的見
直しを迫っているということが重要である。組織の部門間関係や役割分担、業務プロセス
の全体の流れ、協力企業との関係などの見直しはもとより、過去のシステム構築の過程で
歴史的に醸成された方法論や文化についても、先端的情報システムへの投資をきっかけと
してゼロベースで検討することが望ましい。それらの問題を誰が、あるいはどういう組織
がイニシアティブをとって検討するか、という組織体制の検討も重要である。逆に、そう
した検討を一切伴わない先端的情報システムの便宜的導入利用は、無益というよりもむし
ろ積極的に有害な効果を将来にもたらす恐れがある。要は、それほどまでに広範なインパ
クトが及ぶほど ITが進歩しているということなのである。 
 先端的な情報システムであれ旧来のシステムであれ、一般に情報システム投資に際して
は第一歩が肝心である。システム自体の導入を急ぐ前に、むしろそれを期に基本的問題に
立ち返ることが望ましい。すなわち、まずは何のためにシステムを導入するのか、システ
ム導入の基本方針をはっきりさせ、組織や業務プロセス、協力企業との関係の見直しをお
こなうべきであろう。それだけではない。システム構築をめぐる従来の方法論や文化をも
この機会に再検討したうえで、システム投資の決定に進むことが望ましい。現場主導の作
り込みを念頭においたシステム導入のこれまでの組織的文脈を、果たしてそのままにして
おいて良いのかどうか検討するということである。一見迂遠でも、それが結果的には好ま
しい ITインフラ構築への近道であろう。 
 われわれの主張は、組織の全面的改革を伴う「重たい」システムの一括導入がつねに必
要だということではない。「ビッグバン的導入」ともいわれるが、そうした導入が必要な状
況は限られているに違いない。たとえば組織や業務プロセスの見直しの結果、ここで議論
の対象とした新世代３次元 CADや ERPではなく、特定業務に焦点を当てた「軽い」シス
テムの構築・導入が望ましい場合もあるであろう。しかしその場合にも組織や業務プロセ
                                                 
23 機械振興協会経済研究所、「製品開発における３次元 CAD利用の現状に関する調査」、
機械工業経済研究報告書 H10-3、1999年、第３章を参照。 
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スの検討は重要であり、その重要性は、ここでとりあげた先端的な情報システムの導入を
考慮する場合には決定的に大きいというのが議論のポイントである。 
 
